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１．令和元年度 支部保険者機能強化予算の実施状況について

各支部が地域性も踏まえた独自の取組を意欲的に行うことで、保険者機能をこれまで以上に強化し、協会の将来的
な医療費の節減につなげていくことを目的に、令和元年度から新たな予算体系として「支部保険者機能強化予算」を
創設した。

運用1年目にあたる令和元年度支部保険者機能強化予算を活用した実施状況の全体像は、下表のとおり。

 支部医療費適正化等予算の関係では、全支部の実施取組件数が約350件。

 支部保健事業予算の関係では、全支部の実施取組件数が約900件。

 新型コロナウイルスによる影響を受けた取組件数（未実施含む）が約100件。
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分野 区分 主な取組内容（実施取組件数）

企画部門関係
○ジェネリック医薬品の使用促進（42件）
○適正受診対策（10件）
○医療費分析（8件）

114 件 100 件

業務部門関係

○制度周知等広報物作成（22件）
○各種勧奨業務委託（4件）
○セミナーや研修会の開催（8件）
○柔整療養費適正化（1件）
○架電業務（証回収・返納金納付督促）のアウトソース（7件）
○弁護士（債権回収・第三者行為届の届出）委託（2件）
○内容点検の外部委託（1件）

53 件 45 件

医療費適正化対策

予定取組件数 実施取組件数

【支部医療費適正化等予算】

資料６
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分野 区分 主な取組内容（実施取組件数）

紙媒体による広報 ○納入告知書に同封するチラシ、各種パンフレットやポスターなど（47件） 47 件 47 件

その他の広報

○新聞及び地方広報誌を活用した広報（29件）
○地方自治体、商工会議所と連携した広報（15件）
○関係団体と連携した地域医療構想に関する啓発広報及び周知アンケート
（1件）
　※アンケート結果を地域医療構想調整会議への提供や意見発信に活用する

181 件 161 件

353 件

予定取組件数 実施取組件数

広報・意見発信

支部医療費適正化等予算　　合計

分野 区分 主な取組内容（実施取組件数）

集団健診
○オプション付き（骨密度測定等）集団健診の実施（39支部）
○ショッピングセンターにおける集団健診の実施（10支部）
○生活習慣病予防健診の集団健診（7支部）

79 件 76 件

事業者健診の
結果データの取得

○外部委託による事業所への事業者健診データ提出勧奨（40支部）
〇健診機関による委任状取得の委託費（38支部）
○事業者健診結果（紙媒体）のデータ入力委託（9支部）

108 件 100 件

健診推進経費
（健診機関、業界団体、商工会議所等を対象として、健診の実施率向上や
事業所健診データの早期提供等を図る取組に対して目標を達成した場合に
支払う報奨金）

43 件 43 件

健診受診
勧奨等経費

○事業所を経由せず直接、被保険者に対する生活習慣病予防健診勧奨の実施
（27支部）
○事業所への電話による勧奨（新規適用事業所、健診未実施事業所）（13支部）
○被扶養者の健診受診状況・健診結果等、個別の状況に応じた勧奨の実施
（7支部）

221 件 194 件

【支部保健事業予算】

予定取組件数 実施取組件数

健診関連経費
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分野 区分 主な取組内容（実施取組件数）

保健指導推進経費
○特定保健指導実施機関における特定保健指導実績の向上に向けた取組の動
機づけとなるよう、一定規模以上（健診受診者数1,000人以上）の特定保健指導
実施機関を対象に、特定保健指導実績に対する報奨金。

47 件 47 件

保健指導
利用勧奨経費

○商業施設等での集団保健指導（健診結果説明会及びフォローアップ教室）
（4支部）
○来所型特定保健指導(2支部）
○公民館等を利用した特定保健指導（1支部）
○健診実施時における健康相談（1支部）

80 件 70 件

未治療者
受診勧奨

○本部勧奨後、支部による電話や文書での勧奨（21支部）
○本部勧奨後、委託者による電話や文書での勧奨（13支部）
○本部勧奨後、支部と委託業者等両者による電話や文書での勧奨（13支部）

47 件 47 件

重症化予防対策
○地域医師会や医療機関との連携による重症化プログラムの実施（40支部）
○外部委託による保健指導や生活改善サポート（4支部）

47 件 47 件

コラボヘルス事業

○健康経営セミナーの開催（38支部）
○健康宣言事業所の普及・促進のための事例集の作成（12支部）
○健康経営の普及のための運送業界等との連携による業界に特化した広報紙
の作成・配布（3支部）

122 件 116 件

情報提供ツール ○事業所健康度診断（事業所カルテ）等の作成・提供、ツールの改修 21 件 19 件

その他の保健事業

○関係団体との連携等による健康イベント開催（30支部）
○歯周病・う蝕対策・歯科健診（16支部）
○喫煙対策（12支部）
〇学術研究機関（大学）等と共同研究事業（3支部）

137 件 119 件

27 件 25 件

903 件

重症化予防事業

予定取組件数 実施取組件数

その他
（コラボヘルス等）

その他

支部保健事業予算　　合計

保健指導関連経費

1,256 件支部保険者機能強化予算　　合計

取組件数



２．令和元年度 支部保険者機能強化予算を活用した取組事例
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ジェネリック医薬品の使用促進（未就学児向け希望カードの作成） 所要経費 57,200円

山梨

件名

概要

実施状況と効果

小児のジェネリック医薬品使用割合が低いことへの対策として、ジェネリック医薬品希望カードを作成し、保育園児への配布を行っ
た。同時にジェネリック医薬品の使用をはじめ、医療費適正化への理解を深めることを目的として、園児の保護者に医療費負担の
仕組みを説明した資料（チラシ）の配布を行った。
園児が受診の際、配布したカードを幼児医療の助成証明とあわせて提示することで、低年齢層の使用割合の向上を図った。

協定を締結している自治体と連携し、令和元年7月～令和2年1月にかけて次のとおり資料等を配布。
【配付内容】
・年長児向けのぬりえ付き「ジェネリック医薬品希望カード」（参考②）
・医療費負担の仕組みを説明したチラシ（保護者向け）
【対象】
富士吉田市、笛吹市等6市町を対象に、71園、年長児1,470名
【効果】
5～9歳の年齢階級のジェネリック医薬品使用割合（数量ベース）は、平成31年1月 61.1%→令和2年1月 67.6% と伸びている。カード
の単独の効果を表すことはできないが、使用率の伸びに寄与していると思われる。

適正受診に関する個別通知の送付 所要経費 10,617,191円

北海道

件名

概要

実施状況と効果

年2回以上時間外・休日に医療機関を受診している北海道支部加入者は約8万人に及び、時間外・休日の受診による医療費は約3
億2千万円にも及ぶ。受診行動の振り返りを促し、不要不急の受診を減少させ、医療費の適正化を図ることを目的として、加入者ご
との時間外等（休日・夜間・深夜・早朝等含む）の受診回数と、各加算点数による医療費の自己負担額に関するお知らせを加入者
に送付した。

令和元年11月～12月にかけて次のとおり通知を送付。（参考①）
【通知内容】
・1年間の受診状況（時間外等受診の回数や、すべて時間内で受診した場合の金額比較）
・医療費が割増となるケースの解説（診療時間・はしご受診・紹介状なしの大病院受診・かかりつけ医の有無）
【対象】
平成30年度内に時間外等の受診を複数回している加入者12,115名（直近の診療内容から軽症者と判定した北海道在住者に限る）
【効果】
効果検証については令和元年12月～令和2年2月までのレセプトデータをもとに、令和2年10月に完了させる予定。
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参考①-1 個人あて通知文書（北海道支部）
「時間外等加算を含めた医療費」と「加算なし医療費」を比較して案内
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参考①-2 個人あて通知文書（北海道支部）
加算等の仕組み、医療のかかり方についての案内



7

参考② ぬりえ付き希望カード（山梨支部）
「富士の国やまなし観光キャラバン隊長 武田菱丸」を用いたデザイン
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参考③ 徳島路線バスの後部看板を利用した広告 徳島空港搭乗待合室ベンチステッカー

ジェネリック医薬品使用促進に係る広報 所要経費 3,711,180円

徳島

件名

概要

実施状況と効果

バス広告、空港搭乗待合室シート広告、テレビCM広告、新聞広告などの各種広告媒体を活用し、ジェネリック医薬品の普及啓発を
行う。また、ジェネリック医薬品希望の文字入りのお薬手帳カバーを作成・配布し、ジェネリック医薬品使用促進を図るとともに、お薬
手帳による重複投薬や残薬削減につなげる。

【広報内容】
・徳島路線バス3台の後部看板、及び徳島空港搭乗待合室ベンチステッカー（30席）（平成31年4月～令和2年3月）（参考③）
・四国放送情報番組内においてTVCM（平成31年4月～令和元年9月）
・徳島県国民健康保険団体連合会と共同で徳島新聞に広告掲載（令和元年6月16日）
・四国放送において年始スポットTVCM（令和2年1月）
・とくしま病院ガイド裏表紙に使用促進広告、及びGeoターゲティング広告掲載（表示回数286,155回）（令和2年3月）
【効果】
ジェネリック医薬品使用割合の伸びに寄与していると思われる。（平成31年3月診療分：66.0％　→　令和2年3月診療分：70.3％）


